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事業名 ：新エネルギー等のシーズ発掘・事業化に向けた技術研究開発事業（中間評価 ／ 制度評価） イノベーション部, 新エネルギー部NO. 2-10

費用総額：2023年度の中間評価までの費用総額231.41億円事業期間：2007年度～

NEDO委員歴
委員名委員構成、ポートフォリオ 中間

評価
事前
評価

前身
事業

○宗像 鉄雄 分科会長 国立研究開発法人産業技術総合研究所
福島再生可能エネルギー研究所 所長本事業は、「中小・スタートアップ支援制度」及び「未来型新エネ実証制度」の２つの制度により、再生可

能エネルギーの主力電源化を目指すものである。中小・スタートアップ支援制度では、中小企業やスター
トアップ企業等を幅広く発掘し、本分野における起業の増加、新産業の創出を目指し、未来型新エネ実
証制度では、様々な再生可能エネルギーの大量導入における課題解決に向けた取組の支援を目的とし
ている。委員は、中間評価委員に加え、当事業に関して、エネルギー技術と事業立ち上げの知識を有す
る方を選定した。
• 分科会長は、2020年の中間評価結果を把握し、かつ熱工学が専門であり、エネルギー全般において
多くの知見・経験を方を選定。

• 専門分野では、①バイオマス、②太陽光発電・系統 、③未利用熱のエネルギー技術に関する評価
• 事業化に対しての企業視点からの評価
• 事業化検討に必要な経済性、規制、社会的受容性の評価

小杉 昭彦 分科会長代理 国立研究開発法人 国際農林水産業研究センター
生物資源・利用領域 プロジェクトリーダー

玄場 公規 委員 法政大学 大学院 イノベーションマネジメント研究科 教授

○佐々木 浩子 委員 株式会社ポラリス 代表取締役

西戸 雄規 委員 株式会社 トーエネック 技術研究開発部
研究開発グループ エネルギーマネジメントチーム 研究副主査

評価コメント

今後への提言肯定的意見
• 権利の確保が事業化の視点において不十分にならないように、知財の権利範囲や競合の出願状況等の分
析や、標準化や規格への適合といった分野についても、専門的な支援が受けられるような仕組を導入する
等、 事業者へのより積極的な支援が期待される。

• アウトカム目標には、事業化率という指標が設定されているが、第6次エネルギー基本計画の目標達成ため
に本事業を推進していることや技術革新やイノベーションの創出の挑戦を促すことを考慮すると、エネルギー・
CO2排出量削減効果を評価するための指標等も検討する必要があると考えられる。

• 事業化に至らない、若しくはステージゲート審査で落とされた事例からも多くのことを学べることから、それらの
事例を参考に傾向を分析することが期待される。

• 再生可能エネルギーの技術動向から公募する技術分野が9分野に広がっているが、応募件数が減少してい
ることから、技術分野の見直しや技術の成熟度による採択審査基準の見直しが必要になってきていると考え
る。

• 本事業の成果をNEDO内で実施されている分野横断的な事業、あるいは再生可能エネルギー利用促
進にかかる他事業に展開できることもアウトカム目標達成を後押しするものと考えている。

• 各個別事業の2つの評価側面におけるC以上の評価結果は、技術面で70%以上、事業化面で
50%以上を占めており、おおむねアウトプット目標は達成されている。

• 最終的な事業化を目的として外部有識者からの助言を受けられるように体制を整え、さらに、様々な進
捗管理やビジネスマッチング会の実施、情報発信、Plusの整備などの取り組みにより、事業化へ大きく
寄与していると評価する。

• 助成率の適正については、中小・ベンチャー企業が主たる実施者であることを勘案し、フィージビリティ・ス
タディのフェーズや基盤研究のフェーズでは高い助成率を設定し、、概ね適切な助成率を設定している。

（第76回）プロジェクト・制度評価分科会の評価結果について


